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平 成 ２ ２年 ８月 ２ ５日 

株式会社  山梨中央銀行 
 
 

成長基盤の強化に向けた取組みについて  
～山梨中銀「成長基盤強化ファンド」の新設～  

 
 
  株式会社山梨中央銀行（頭取   澤  敏久）では、日本銀行の「成長基盤強化を支援す
るための資金供給」（※１）の趣旨に則した新たな制度融資「山梨中銀『成長基盤強化ファ

ンド』」を新設いたしました。  
当行では、本ファンドと、既に取り扱っております制度融資等や私募債をあわせ、成長

分野（※２）に取組む事業者の皆さまへの支援を一層強化し、地域経済の発展に貢献して

まいります。  
 
○ 山梨中銀「成長基盤強化ファンド」の概要  

項  目  内  容  

商 品  山梨中銀「成長基盤強化ファンド」  

お取扱い総額  
２００億円  

※本商品の他、成長分野に該当するその他の貸出金等を  
含み、２００億円をお取扱い総額とします。  

ご利用いただける方  成長分野に取組む法人および個人事業主のお客さま  

お使いみち  成長分野向けの事業資金（運転資金・設備資金）  

ご融資金額  １，０００万円以上  

ご融資利率  当行所定の利率  
（変動金利または固定金利（３年、５年、７年、１０年）） 

ご融資期間  
 運転資金：１年超５年以内 （１年以内の据置を含む）  
 設備資金：１年超１０年以内（１年以内の据置を含む）  

（ただし、設備資金は耐用年数以内）  

ご返済方法  元金均等返済  

担保・保証人  個別案件ごとにご相談させていただきます。  

お取扱期間  平成２２年８月２５日（水）～平成２４年３月３０日（金） 
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※１ 日本銀行の「成長基盤強化を支援するための資金供給」の概要  

わが国経済の成長基盤強化に向けた民間金融機関の取組みを支援するために、日本

銀行が、金融機関の成長分野（１８分野を例示）に対する貸出実績に対して、政策金

利（現行年０．１％）で金融機関に貸出する制度です。  
なお、今回の日本銀行の施策は、政府が本年６月１８日に閣議決定した「新成長戦

略」の趣旨を踏まえたものです。  
したがいまして、当行では、日本銀行が例示する１８の成長分野を政府の「新成長

戦略」における７分野に集約し、対応してまいります。  
 
 
※２ 成長分野およびお使いみちの例  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

以 上  

　①環境・エネルギー事業

日本銀行が例示した成長基盤分野
（18分野）

　②医療・介護・健康関連事業
　③高齢者向け事業

　④アジア諸国等における投資・
　　事業展開
　⑤コンテンツ・クリエイティブ事業

　⑭研究開発
　⑮大学・研究機関における科学・
　　 技術研究

　⑯雇用支援・人材育成事業
　⑰保育・育児事業

　⑱事業再編

　⑥起業
　⑦社会インフラ整備・高度化
　⑧資源確保・開発事業
　⑨観光事業
　⑩地域再生・都市再生事業
　⑪農林水産業、農商工連携事業
　⑫住宅ストック化支援事業
　⑬防災対策事業

環境・
エネルギー大国戦略

健康大国戦略

アジア経済戦略

観光・
地域活性化戦略

科学・技術・
情報通信立国戦略

雇用・人材戦略

金融戦略

政府の新成長戦略 お使いみちの例

　・太陽光パネルの設置工事資金
　・LED、有機EL導入資金
　・燃料電池の研究資金
　・低炭素型設備導入資金

　・医療・福祉施設の建設資金
　・高齢者賃貸住宅建設資金
　・高度医療機器導入資金

　・アジア諸国での事業展開資金
　・アジア市場の活性化となるコンテン
　　ツ・クリエイティブ事業の開発資金

　・起業資金
　・バス・鉄道事業者にかかる設備資金
　・観光施設建設資金
　・観光地づくりのための環境整備資金
　・建設業等の転業、事業転換資金
　・農商工連携資金
　・中古・リフォーム市場の整備資金
　・耐震設備等の防災対策資金

　・大学、研究機関における科学・技術
　 研究資金
　・産学官連携による新技術、新製品
　 開発資金
　・研究施設建設、設備導入資金

　・教育関連資金
　・保育施設建設資金

　・M&A資金、事業再編資金


